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石川県国民健康保険運営協議会の概要

１ 設置の目的

国民健康保険事業の運営に関する事項を審議するため 「石川県国民健康保険運営協議会」を設置

２ 所掌事務

① 石川県国民健康保険運営方針の作成に関すること。

② 国民健康保険事業費納付金の徴収に関すること。

③ その他国民健康保険事業の運営に関する重要事項

３ 組織等

○ 定数 ：１１人

○ 任期 ： ３年 (R3.4.1～R6.3.31）

○ 会長 ： 公益代表から選出

４ 開催状況等

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

８月 運営協議会④
国民健康保険の現状等

11月 運営協議会⑥
国民健康保険の現状等

８月 運営協議会⑧
（諮問）運営方針案

８月 運営協議会⑪
運営協議会の概要等

９月 運営協議会⑬
運営協議会の概要等

２月 運営協議会⑤
運営方針取組状況
納付金算定結果

２月 運営協議会⑦
運営方針取組状況
納付金算定結果

11月 運営協議会⑨
（答申）運営方針案

３月 運営協議会⑫
運営方針取組状況
納付金算定結果

２月 運営協議会⑭
運営方針取組状況
納付金算定結果

２月 運営協議会⑩
運営方針取組状況
納付金算定結果
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年度 R5 R6

月 4 ～ 6 7 ～ 9 10 ～ 12 1 ～ 3 4～

国

県
国
保
運
営
協
議
会

県

市
町

国保運営方針の改定に係るスケジュール

②運営協議会
・運営方針
［答申］

次
期
国
保
運
営
方
針
に
基
づ
く
運
営

①運営協議会
・運営方針案
［諮問］

【6/20】
・運営方針策定要領

作業部会 連携会議

・運営方針素案

作業部会 連携会議

・運営方針案について合意
協議

・パブコメ実施
・市町意見聴取
（法定）

4月1日

運営方針
決定・公表

【11/27】

【連携会議】県・市町の課長級 【作業部会】県・市町の実務担当者

【２月頃】
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【参考】 石川県国民健康保険運営協議会に関する規定①

【国民健康保険法】

（国民健康保険事業の運営に関する協議会）

第11条 国民健康保険事業の運営に関する事項（この法律の定めるところにより都道府県が処理することとされている事務に係るもので

あつて、…(略)…国民健康保険事業費納付金の徴収、…(略)…都道府県国民健康保険運営方針の作成その他の重要事項に限る。）を

審議させるため、都道府県に都道府県の国民健康保険事業の運営に関する協議会を置く。

参考

【石川県国民健康保険条例】

第２章 石川県国民健康保険運営協議会

（設置）

第３条 国民健康保険事業の運営に関する事項を審議させるため、石川県国民健康保険運営協議会を置く。

（委員）

第４条 協議会の委員の定数は、次の各号に掲げる委員の区分に応じ、当該各号に定める数とする。

（１）国民健康保険の被保険者を代表する委員 ３人

（２）健康保険法（大正１１年法律第７０号）第６４条に規定する保険医又は保険薬剤師を代表する委員 ３人

（３）公益を代表する委員 ３人

（４）高齢者の医療の確保に関する法律（昭和５７年法律第８０号）第７条第３項に規定する被用者保険等保険者を代表する委員 ２人

２ 委員は、知事が任命する。

（会長）

第５条 協議会に会長を置き、公益を代表する委員のうちから、全委員がこれを選挙する。

２ 会長は、会務を総理し、協議会を代表する。

３ 会長に事故があるときは、あらかじめ第１項の規定に準じて選挙された委員が、その職務を代理する。

（会議）

第６条 協議会の会議は、会長が招集し、その議長となる。

２ 協議会の会議は、委員の過半数が出席しなければ、開くことができない。

３ 協議会の議事は、出席した委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するところによる。 3



【参考】 石川県国民健康保険運営協議会に関する規定② 参考

【石川県国民健康保険運営協議会運営要綱】

（所掌事務）

第２条 協議会は、知事の諮問に応じ、次に掲げる事項を審議する。

（１）石川県国民健康保険運営方針の作成に関すること。

（２）国民健康保険事業費納付金の徴収に関すること。

（３）前２号に掲げるもののほか、国民健康保険事業の運営に関する重要事項

（会議の開催条件）

第３条 協議会は、条例第４条第１項各号に掲げる委員から各１人以上が出席しなければ、会議を開くことができない。

（会議の公開）

第４条 協議会の会議は公開して行うものとする。ただし、会長が特に必要と認めるときは非公開とすることができる。

２ 会長は、必要があると認めるときは傍聴人の数を制限し、又は退場を命ずることができる。

３ 傍聴の手続、傍聴人の守るべき事項その他傍聴に関して必要な事項は、別に定める。
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